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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

１．建設産業を取り巻く現況
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政府投資額（兆円）

民間投資額（兆円）

就業者数（万人）

許可業者数（千業者）

（年度）
出典：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については2016年度まで実績、2017年度・2018年度は見込み、2019年度は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。2011年は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について2010年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値注
注４ 平成27年（2015年）産業連関表の公表に伴い、2015年以降建築物リフォーム・リニューアルが追加されたとともに、2011年以降の投資額を遡及改定している

○ 建設投資額はピーク時の1992年度：約84兆円から2010年度：約43兆円まで落ち込んだが、その後、増加に転じ、
2019年度は約56兆円となる見通し（ピーク時から約33％減）。

○ 建設業者数（2018年度末）は約47万業者で、ピーク時（1999年度末）から約22％減。
○ 建設業就業者数（2018年平均）は503万人で、ピーク時（1997年平均）から約27％減。

建設投資、許可業者数及び就業者数の推移

（兆円） （千業者、万人）

就業者数のピーク
685万人（1997年平均）

就業者数
ピーク時比
▲26.5%

503万人
（2018年平均）

468千業者
（2018年度末）

許可業者数
ピーク時比
▲22.1%

56兆円
（2019年度見通し）

建設投資
ピーク時比
▲33.3％

許可業者数のピーク
601千業者（1999年度末）

建設投資のピーク
84兆円（1992年度）
就業者数：619万人
業者数：531千業者
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○建設業就業者： 685万人（H9） → 498万人（H22） → 503万人（H30）

○技術者 ： 41万人（H9） → 31万人（H22） → 33万人（H30）

○技能者 ： 455万人（H9） →   331万人（H22） →  328万人（H30）

○ 建設業就業者は、55歳以上が約35％、29歳以下が約11%と

高齢化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題。
※実数ベースでは、建設業就業者数のうち平成29年と比較して

55歳以上が約5万人増加、29歳以下は約1万人増加。

出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省で算出

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出

技能者等の推移 建設業就業者の高齢化の進行

（※平成23年データは、東日本大震災の影響により推計値）
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建設業就業者の現状
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年齢階層別の建設技能者数

出所：総務省「労働力調査」（H30年平均）をもとに国土交通省で推計

（万人）

（年齢階層）

82.8万人
25.2％

36.5万人
11.1％

○60歳以上の技能者は全体の約４分の１を占めており、10年後にはその⼤半が引退することが⾒込まれる。
○これからの建設業を⽀える29歳以下の割合は全体の約10％程度。若年⼊職者の確保・育成が喫緊の課題。
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（資料） 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（10人以上の常用労働者を雇用する事業所）
※ 年間賃金総支給額＝きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額

建設業男性
全労働者

建設業男性
生産労働者

（千円）
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2012年 2018年 上昇率
建設業男性生産労働者 3,915.7 4,624.5 18.1%
建設業男性全労働者 4,831.7 5,713.3 18.2%
製造業男性生産労働者 4,478.6 4,764.1 6.4%
製造業男性全労働者 5,391.1 5,601.6 3.9%
全産業男性労働者 5,296.8 5,584.5 5.4%
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建設業男性全労働者等の年間賃金総支給額の推移



○製造業の賃⾦のピークは50〜54歳であることに対し、建設業の賃⾦ピークは45〜49歳。
○賃⾦カーブのピーク時期が製造業よりも早く到来する傾向があり、現場の管理、後進の指導等のスキル

が評価されていない可能性。

（2018年）（単位：千円）

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

製造業生産労働者

（男性）
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7出典：平成30年賃金構造基本統計調査

年齢階層別の賃金水準
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※ 厚⽣労働省「毎⽉勤労統計調査」年度報より国⼟交通省作成

（時間）

建設業

製造業

調査産業計

2007年度：2065時間

2018年度：2036時間

▲29時間

2007年度：1993時間

2018年度：1954時間

▲41時間

2007年度：1807時間

2018年度：1697時間

▲110時間

（⽇）

実労働時間及び出勤日数の推移（建設業と他産業の比較）

○ 年間の総実労働時間については、他産業と比べて300時間以上（約２割）長い。また、10年程前と比べて、全産
業では約110時間減少しているものの、建設業はほぼ横ばい（約29時間減少）であり、大幅な改善は見られない。
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年間出勤日数の推移
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建設業

製造業

調査産業計

17日

30日

2007年度：256日

2018年度：250日

▲6日

2007年度：238日

2018年度：233日

▲5日

2007年度：233日

2018年度：220日

▲13日
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◯ 建設工事全体では、技術者の約４割が４週４休以下で就業している状況。

建設業における技術者の休日の状況

【建設業における休日の状況】
現在4週8休は

1割程度

（4週当たり）
閉所日数

5.07日

（4週当たり）
閉所日数

5.21日

（4週当たり）

閉所日数

4.86日

出典：日建協「2018時短アンケート（速報）」を基に作成

【注】
※建設工事全体には、建築工事、土木工事の他にリニューアル工事等が含まれる。
※日建協の組合員の技術者等を対象にアンケート調査。



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

２．建設業法の概要
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建設業法の概要（昭和２４年５月２４日公布）

建設業の許可を要するもの

監督処分

請負契約の適正化

建設業の許可を
要しないもの

技術者制度

500万円未満の建設工事

（建築一式工事については、
1500万円未満又は150㎡未満の
木造住宅工事）

許可制度

紛争の処理経営事項審査

特定建設業許可
（4,000万円以上の

下請契約を結ぶ工事）

一般建設業許可
（特定建設業以外）

国土交通
大臣許可

（2以上の

都道府県
に営業所を

設置）

国土交通
大臣許可

（2以上の

都道府県
に営業所を

設置）

２９業種
（土木工事・建築工事等）

許可の要件

経営業務管理責任者の設置
（許可を受けようとする建設業に関し５年以上経営業務
の管理責任者としての経験を有する常勤役員等を置か
なければならない）

営業所専任技術者の設置
（営業所ごとに、技術検定等の試験に合格した技術者
等を置かなければならない）

その他、財産的基礎を有していること 等

主任技術者の設置
（全ての建設工事）

監理技術者の設置
（4,000万円以上の
下請契約を結ぶ工事）

技術者の専任配置
（公共性のある施設若しくは工作物又
は多数の者が利用する施設若しくは
工作物に関する工事を行う場合）

監理技術者資格証の携帯義務及
び監理技術者講習の受講義務あり。

技術者の専任配置
（公共性のある施設若しくは工作物又
は多数の者が利用する施設若しくは
工作物に関する工事を行う場合）

監理技術者資格証の携帯義務及
び監理技術者講習の受講義務あり。

都道府県
知事許可

（1の都道

府県のみ
に営業所を

設置）

都道府県
知事許可

（1の都道

府県のみ
に営業所を

設置）

建設工事の適正
な施工の確保

経営に関する客観的事項の審査
（公共工事の入札に参加しようとする建設業者）

①経営規模
②経営状況
③技術力
④その他

法令遵守の実効性を確保するため不
適格な者に対する処分

（請負契約に関し不誠実な行為・一括下請負 等）

○請負契約の片務性の改善
○下請負人保護の徹底

※ 許可を有さない者に対しても処分可能

公正な請負契約の締結義務
請負契約の書面締結義務 等

①指示処分
②営業停止処分
③許可取消処分
④罰則の適用

①あっせん
②調停
③仲裁

建設工事紛争審査会
（建設工事の請負契約に関する紛争の処理のため、国土交通省
及び都道府県に設置）
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現行２９業種区分の内容(1/2)

建設工事の種類(法律) 建設工事の内容(告示) 建設工事の例示(通達)

土木一式工事 総合的な企画、指導、調整のもとに土木工作物を建設する工事（補修、
改造又は解体する工事を含む。以下同じ。）

建築一式工事 総合的な企画、指導、調整のもとに建築物を建設する工事

大工工事 木材の加工又は取付けにより工作物を築造し、又は工作物に木製設
備を取付ける工事

大工工事、型枠工事、造作工事

左官工事 工作物に壁土、モルタル、漆くい、プラスター、繊維等をこて塗り、吹
付け、又ははり付ける工事

左官工事、モルタル工事、モルタル防水工事、吹付け工事、とぎ出し工事、洗
い出し工事

と び ・ 土 工 ・ コ ン ク
リート工事

イ）足場の組立て、機械器具・建設資材等の重量物の運搬配置、鉄骨
等の組立て、（工作物の解体※）等を行う工事

イ）とび工事、ひき工事、足場等仮設工事、重量物のクレーン等による揚重運
搬配置工事、鉄骨組立て工事、コンクリートブロック据付け工事

ロ）くい打ち、くい抜き及び場所打ぐいを行う工事 ロ）くい工事、くい打ち工事、くい抜き工事、場所打ぐい工事

ハ）土砂等の掘削、盛上げ、締固め等を行う工事 ハ）土工事、掘削工事、根切り工事、発破工事、盛土工事

ニ）コンクリートにより工作物を築造する工事 ニ）コンクリート工事、コンクリート打設工事、コンクリート圧送工事、プレストレ
ストコンクリート工事

ホ）その他基礎的ないしは準備的工事 ホ）地すべり防止工事、地盤改良工事、ボーリンググラウト工事、土留め工事、
仮締切り工事、吹付け工事、法面保護工事、道路付属物設置工事、屋外広
告物設置工事、捨石工事、外構工事、はつり工事、切断穿孔工事、アンカー
工事、あと施工アンカー工事、潜水工事

石工事 石材（石材に類似のコンクリートブロック及び擬石を含む。）の加工又
は積方により工作物を築造し、又は工作物に石材を取付ける工事

石積み（張り）工事、コンクリートブロック積み（張り）工事

屋根工事 瓦、スレート、金属薄板等により屋根をふく工事 屋根ふき工事

電気工事 発電設備、変電設備、送配電設備、構内電気設備等を設置する工事 発電設備工事、送配電線工事、引込線工事、変電設備工事、構内電気設備
（非常用電気設備を含む。）工事、照明設備工事、電車線工事、信号設備工
事、ネオン装置工事

管工事 冷暖房、冷凍冷蔵、空気調和、給排水、衛生等のための設備を設置
し、又は金属製等の管を使用して水、油、ガス、水蒸気等を送配する
ための設備を設置する工事

冷暖房設備工事、冷凍冷蔵設備工事、空気調和設備工事、給排水・給湯設
備工事、厨房設備工事、衛生設備工事、浄化槽工事、水洗便所設備工事、
ガス管配管工事、ダクト工事、管内更生工事

タ イ ル ・ れ ん が ・ ブ
ロック工事

れんが、コンクリートブロック等により工作物を築造し、又は工作物に
れんが、コンクリートブロック、タイル等を取付け、又ははり付ける工事

コンクリートブロック積み（張り）工事、レンガ積み（張り）工事、タイル張り工事、
築炉工事、スレート張り工事、サイディング工事

鋼構造物工事 形鋼、鋼板等の鋼材の加工又は組立てにより工作物を築造する工事 鉄骨工事、橋梁工事、鉄塔工事、石油、ガス等の貯蔵用タンク設置工事、屋
外広告工事、閘門、水門等の門扉設置工事

鉄筋工事 棒鋼等の鋼材を加工し、接合し、又は組立てる工事 鉄筋加工組立て工事、鉄筋継手工事

舗装工事 道路等の地盤面をアスファルト、コンクリート、砂、砂利、砕石等により
舗装する工事

アスファルト舗装工事、コンクリート舗装工事、ブロック舗装工事、路盤築造
工事

しゅんせつ工事 河川、港湾等の水底をしゅんせつする工事 しゅんせつ工事 12



現行２９業種区分の内容(2/2)

建設工事の種類(法律) 建設工事の内容(告示) 建設工事の例示(通達)

板金工事 金属薄板等を加工して工作物に取付け、又は工作物に金属製等の付
属物を取付ける工事

板金加工取付け工事、建築板金工事

ガラス工事 工作物にガラスを加工して取付ける工事 ガラス加工取付け工事、ガラスフィルム工事

塗装工事 塗料、塗材等を工作物に吹付け、塗付け、又ははり付ける工事 塗装工事、溶射工事、ライニング工事、布張り仕上工事、鋼構造物塗装工事、
路面標示工事

防水工事 アスファルト、モルタル、シーリング材等によって防水を行う工事 アスファルト防水工事、モルタル防水工事、シーリング工事、塗膜防水工事、
シート防水工事、注入防水工事

内装仕上工事 木材、石膏ボード、吸音板、壁紙、たたみ、ビニール床タイル、カー
ペット、ふすま等を用いて建築物の内装仕上げを行う工事

インテリア工事、天井仕上工事、壁張り工事、内装間仕切り工事、床仕上工
事、たたみ工事、ふすま工事、家具工事、防音工事

機械器具設置工事 機械器具の組立て等により工作物を建設し、又は工作物に機械器具
を取付ける工事

プラント設備工事、運搬機器設置工事、内燃力発電設備工事、集塵機器設
置工事、給排気機器設置工事、揚排水機器設置工事、ダム用仮設備工事、
遊技施設設置工事、舞台装置設置工事、サイロ設置工事、立体駐車設備工
事

熱絶縁工事 工作物又は工作物の設備を熱絶縁する工事 冷暖房設備、冷凍冷蔵設備、動力設備又は燃料工業、化学工業等の設備の
熱絶縁工事、ウレタン吹付け断熱工事

電気通信工事 有線電気通信設備、無線電気通信設備、放送機械設備、データ通信
設備等の電気通信設備を設置する工事

有線電気通信設備工事、無線電気通信設置工事、データ通信設置工事、情
報処理設備工事、情報収集設備工事、情報表示設備工事、放送機械設備工
事、ＴＶ電波障害防除設備工事

造園 整地、樹木の植栽、景石のすえ付け等により庭園、公園、緑地等の苑
地を築造し、道路、建築物等の屋上等を緑化し、又は植生を復元する
工事

植栽工事、地被工事、景石工事、地ごしらえ工事、公園設備工事、広場工事、
園路工事、水景工事、屋上等緑化工事、緑地育成工事

さく井工事 さく井機械等を用いてさく孔、さく井を行う工事又はこれらの工事に伴
う揚水設備設置等を行う工事

さく井工事、観測井工事、還元井工事、温泉掘削工事、井戸築造工事、さく孔
工事、石油掘削工事、天然ガス掘削工事、揚水設備工事

建具工事 工作物に木製又は金属製の建具等を取付ける工事 金属製建具取付け工事、サッシ取付け工事、金属製カーテンウォール取付け
工事、シャッター取付け工事、自動ドアー取付け工事、木製建具取付け工事、
ふすま工事

水道施設工事 上水道、工業用水道等のための取水、浄水、配水等の施設を築造す
る工事又は公共下水道若しくは流域下水道の処理設備を設置する工
事

取水施設工事、浄水施設工事、配水施設工事、下水処理設備工事

消防施設工事 火災警報設備、消火設備、避難設備若しくは消火活動に必要な設備
を設置し、又は工作物に取付ける工事

屋内消火栓設置工事、スプリンクラー設置工事、水噴霧、泡、不燃性ガス、
蒸発性液体又は粉末による消火設備工事、屋外消火栓設置工事、動力消防
ポンプ設置工事、火災報知設備工事、漏電火災警報器設置工事、非常警報
設備工事、金属製避難はしご、救助袋、緩降機、避難橋又は排煙設備の設
置工事

清掃施設工事 し尿処理施設又はごみ処理施設を設置する工事 ごみ処理施設工事、し尿処理施設工事

解体工事
（H28.6施行）

工作物の解体を行う工事 工作物解体工事

13



とび・土工工事業の許可及び技術者の経過措置について

法施行（H28.6）

新設

（H31.6.1） （H33.4.1）

とび・土工工事業

とび・土工工事業の技術者
に対する経過措置 とび・土工工事業の技術者（既存の者に限る）も解体工事業の技術者とみ

なす

経過措置期間

解体工事業

平成３１年５月３１日までとび・土工工
事業の許可で解体工事を請け負うこ
とができる

とび・土工工事業の許可業
者に対する経過措置

経過措置期間

平成３１年６月１日から解体工事業を営む
には解体工事業の許可が必要（軽微な建
設工事を除く）

14



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

３．建設業法令遵守の推進
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中部地方整備局建設業法令遵守推進本部について

法
令
違
反

【体制】︓中部地⽅整備局に設置（H19.4）

【調査対象】︓主に⼤⾂の特定建設業者を対象
・⺠間⼯事を含めた建設業法の遵守
・請負契約の適正な取引等幅広い取締

中部地⽅整備局建設業法令遵守推進本部

連携
端緒情報

駆け込みホットラ
イン

○⽴⼊検査
H30年度 80社

建設業の法令遵守に向けた
主な取組み

【違反⾏為の明確化】
建設業法令遵守ガイドライン策定（H19年度）

※H20,24,26,28 年度改訂

発注者・受注者間のガイドライン策定（H23年度）

【書⾯調査の強化】
下請取引等実態調査（H20年度）

【調査対象】︓公共⼯事の元請
○⼊契法に基づき⾃らの発注⼯事に関して点検・調査

施⼯体制等の点検、施⼯体制全国⼀⻫点検
○発注者が⾃ら⾏う点検・調査

低⼊札価格調査、⼯事コスト調査、特別重点調査
建設業法違反の疑うにたりる事実があるときは、許可⾏政庁に通知

発 注 部 局

⾏
政
指
導
・
監
督
処
分

【相談体制の整備】
建設業取引適正化センター設置（H21年度）

【県との連携の強化】
建設業取引適正化推進⽉間の創設（H22年度）

知事許可業者に対する合同⽴⼊検査

元
下
調
査
︵
書
⾯
調
査
︶

マ
ス
コ
ミ
情
報

⼀
般
国
⺠
か
ら
の
情
報

下
請
業
者
か
ら
の
相
談

⺠
間
発
注
者
か
ら
の
情
報

【監視体制の強化】
建設業法令遵守推進本部(本省)設置（H19年度）

【情報収集の強化】
駆け込みホットライン開設（H19年度）

建設業フォローアップ相談ダイヤル開設
（H26年度）

都道府県
厚⽣労働省、経済産
業省、公正取引委員
会等

関 係 機 関
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平成30年度 建設業法令遵守推進本部の活動結果

◆駆け込みホットライン等に寄せられた電話等の件数︓578件

◆⽴⼊検査の実施件数（⼤⾂許可業者） ︓ 68件

◆建設業者に対する監督処分の件数 ︓ 1件
指⽰処分︓1件 営業停⽌処分︓0件 許可取消︓0件

中 部

うち、⼤⾂許可業者にかかる件数 ︓ 法令違反疑義 10件、苦情・相談 12件、不払い相談 7件

知事許可業者にかかる件数 ︓ 法令違反疑義 23件、苦情・相談 3件、不払い相談 31件

その他件数 ︓ 法令違反疑義 28件、苦情・相談 433件、不払い相談 31件

◆⽴⼊検査の実施件数（知事許可業者） ︓ 12件

◆建設業者に対する⽂書による⾏政指導の実施件数︓37件

合計 80件

17



建設業者が建設業法に違反すると、監督⾏政庁による指⽰の対象になります。指⽰とは、法令違反や
不適正な事実の是正、再発防⽌のため建設業者が具体的にとるべき措置を監督⾏政庁が命令するもの
です。

指 ⽰

建設業者が指⽰処分に従わないときには、監督⾏政庁による営業停⽌の対象になります。⼀括下請負
禁⽌規定の違反や独占禁⽌法、刑法などの他の法令に違反した場合などには、指⽰なしで直接営業の
停⽌を命じられることがあります。営業の停⽌期間は１年以内で監督⾏政庁が判断して決定します。

営業の停⽌

不正⼿段で建設業の許可を受けたり、営業の停⽌に違反して営業したりすると監督⾏政庁によって、
建設業の許可の取消しがなされます。⼀括下請負禁⽌規定の違反や独占禁⽌法、刑法などの他の法令
に違反した場合などで、情状が特に重いと判断されると指⽰や営業の停⽌が命じられることなく、許
可の取消しとなります。

許可の取消し

監督行政庁による建設業者への指導・監督

監督⾏政庁が建設⼯事の適正な施⼯と建設業の健全な発達を図るために、必要に応じて是正等を求める⾏為です。

指導・助⾔・勧告

18



過去の監督処分事例 ①

違反内容 処分内容

経営事項審査において、完成工事高を水増し計上し、その結果を用い
て公共工事の入札参加申請を行った。

営業停止
（45日間）

資格要件を満たさない者（在籍出向者）を主任技術者として配置してい
た。

営業停止
（15日間）

競争参加資格申請書に虚偽の記載をした。
営業停止

（15日間）

建設業の許可更新申請にあたり、虚偽の申請をして許可を受けたこと
により、法人及び役員に対する罰金刑が確定した。

元役員が工事価格等のデータを不正に入手し公共工事を落札したとし
て、競売入札妨害による刑が確定した。

許可の取消

営業停止
（120日間）

(30日間）

19



施工体系図に虚偽の記載をした。
営業停止
（7日間）

無許可業者と政令で定める金額以上の下請契約を行った。
営業停止
（7日間）

工事関係者が現場の事故で負傷したことにより役職員が労働安全
衛生法違反による略式命令を受け、その刑が確定した。

指示処分

過去の監督処分事例 ②

違反内容 処分内容

その他、処分に至らないまでも、契約書の不作成や支払い遅延等による、行政指導
を実施。

施工体制台帳及び施工体系図に虚偽の記載をした。

20



駆け込みホットラインの開設（Ｈ１９．４～）

◆違反情報収集体制の強化
・各地方整備局等に設置された「建設業法令遵守推進本部」に通報窓口として開設
・通報された情報に対し必要に応じて立入検査・報告徴収を実施
・法令に違反する行為があれば監督処分等により厳正に対応

21



駆け込みホットライン等に係る通報案件 ①

事案の概要 問題点の整理と本来取るべき対応

見積書を提出後、工期が迫っていたため
契約金額を決めないまま工事着手。注文
書発行を依頼するも発行されないまま工
事が完成。請求書を提出したところ、見
積金額から30万円差し引かれた額で支払
われる。相手は見積金額から30万円引い
た額を査定金額と決定したと主張。

金額の合意・書面締結がないまま工事に
着手してしまった。

工事着手前に書面で合意しておく必要が
ある。

工事施工中に見積書に含まれていない工
事内容が発生したため、工事完了後に追
加工事分としての変更契約の申し出をし
たが、元請からは図面から読み取れる範
囲であるとして追加工事として認めても
らえなかった。

追加工事に該当するか（当初契約に含ま
れるか）どうか、確認せずに施工してし
まった。

追加の工事内容が発生した場合には、そ
の都度書面に基づき変更契約の範囲とな
るか否か及び変更金額について合意して
おく必要がある。 22



駆け込みホットライン等に係る通報案件 ②

事案の概要 問題点の整理と本来取るべき対応

直接的かつ恒常的な雇用関係に無い者
（在籍出向者）を主任技術者又は監理技
術者として配置している。

建設業法の理解が不足していた。

技術者制度を正しく理解し、適正な資格
を有する技術者を配置する。複数人で確
認する。

支払時に一方的な相殺をされる。（応援
作業員の費用、廃棄物処理費、施工不良
の手直し費用・損害金…など）

相殺にあたり、事前に相手の合意を得て
いなかった。

後日相殺する項目については、事案発生
時に相殺の有無や金額について、書面で
合意しておく必要がある。

23



建設業フォローアップ相談ダイアル開設（Ｈ２７．３～）

○ H25年6月に開設した「新労務単価フォローアップ相談ダイヤル」を発展的に統合
○ 公共工事設計労務単価改訂後の請負契約に係る情報や品確法の運用指針に関すること、社会保険

未加入対策等についての相談窓口

24



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

４．建設業法令遵守ガイドライン
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12－１ 独占禁止法との関係について（建設業の下請取引に関する建設業法との関係）

12－２ 社会保険・労働保険について（社会保険等のへの加入）

12－３ 労働災害防止対策について（実施者と経費の負担の明確化）

12－４ 下請代金の支払手段について

１．見積条件の提示（建設業法第20条第3項）

２．書面による契約締結
２-１．当初契約（建設業法第18条、第19条第1項、第19条の3）

２-２．追加・変更契約（建設業法第19条第2項、第19条の3）

２-３．工期変更に伴う変更契約（建設業法第19条第2項、第19条の3）

３．不当に低い請負代金（建設業法第19条の3）

４．指値発注（建設業法第18条、第19条第1項、第19条の3、第20条第3項）

５．不当な使用資材等の購入強制（建設業法第19条の4）

６．やり直し工事（建設業法第18条、第19条第2項、第19条の3）

７．赤伝処理（建設業法第18条、第19条、第19条の3、第20条第3項）

８．工期（建設業法第19条第2項、第19条の3）

９．支払保留・支払遅延（建設業法第24条の3、第24条の5）

10．長期手形（建設業法第24条の5第3項）

11．帳簿の備付け及び保存（建設業法第40条の3）

建設業法令遵守ガイドライン（Ｈ １ ９． ６～）

本ガイドラインは、元請負人と下請負人との関係に関して、どのような行為が建設業法に違反するか具体的に示すこ
とにより、法律の不知による法令違反行為を防ぎ、元請負人と下請負人との対等な関係の構築及び公正かつ透明な取引
の実現を図ることを目的として策定

（１）建設業の下請取引における取引の流れに沿った形で、見積条件の提示、契約締結といった以下の11項目について、

ア．留意すべき建設業法上の規定を解説 イ．建設業法に抵触するおそれのある行為事例を提示

１．策定の趣旨

２．本ガイドラインの内容

（２）関連法令の解説として以下の内容を掲載
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契約内容をあらかじめ書⾯で明確にすることで、請負代⾦、施⼯範囲等に係る紛争を未然に防ぐことが⽬的です。
請負契約の締結に当たっては、契約の内容となる⼀定の重要事項を明⽰した適正な契約書を作成し、下請⼯事着⼯前までに署名⼜は記名

押印して相互に交付しなければなりません。建設業法では以下の14項⽬を満たしていなければなりません。（建設業法 第19条参照）

書⾯での契約締結⽅法

公共⼯事・⺠間⼯事ともに契約内容を以下のいずれかの書⾯で作成します。

契約書に記載しておかなければならない重要事項14項⽬

建設リサイクル法対象⼯事の場合は、以下の４項⽬を書⾯で記載しなければなりません。
①分別解体の⽅法 ②解体⼯事に要する費⽤ ③再資源化するための施設の名称及び所在地 ④再資源化等に要する費⽤

請 負 契 約 書請 負 契 約 書

注⽂書・請書注⽂書・請書

注⽂書・請書

基本契約書基本契約書

基本契約約款

①
②
③

＋
＋

①⼯事内容

⑨注⽂者が⼯事に使⽤する資材を提供し、⼜は建設機械その他の機械を貸与すると
きは、その内容及び⽅法に関する定め

③⼯事着⼿の時期及び⼯事完成の時期

④請負代⾦の全部⼜は⼀部の前払⾦⼜は出来形部分に対する⽀払の定めをするとき
は、その⽀払の時期及び⽅法

⑤当事者の⼀⽅から設計変更⼜は⼯事着⼿の延期若しくは⼯事の全部若しくは⼀部
の中⽌の申出があった場合における⼯期の変更、請負代⾦の額の変更⼜は損害の
負担及びそれらの額の算定⽅法に関する定め

⑥天災その他不可抗⼒による⼯期の変更⼜は損害の負担及びその額の算定⽅法に
関する定め

⑦価格等の変動若しくは変更に基づく請負代⾦の額⼜は⼯事内容の変更

⑧⼯事の施⼯により第三者が損害を受けた場合における賠償⾦の負担に関する定め

⑩注⽂者が⼯事の全部⼜は⼀部の完成を確認するための検査の時期及び⽅法並び
に引渡しの時期

⑭契約に関する紛争の解決⽅法

⑪⼯事完成後における請負代⾦の⽀払の時期及び⽅法

⑫⼯事の⽬的物の瑕疵を担保すべき責任⼜は当該責任の履⾏に関して講ずべき保
証保険契約の締結その他の措置に関する定めをするときは、その内容

⑬各当事者の履⾏の遅滞その他債務の不履⾏の場合における遅延利息、違約⾦そ
の他の損害⾦

②請負代⾦の額
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そんなー
現場の諸経費を
引かれるなんて
一言も聞いてないし、
廃棄物なんか全然
出していないのに！
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ガイドライン外の法令遵守事項

・監理技術者・主任技術者・営業所専任技術者の不適正配置
・一括下請負
・施工体制台帳、体系図の未整備
・経営事項審査の虚偽申請

等

各許可行政庁の定める監督処分基準に該当し、営業停止
等の不利益処分に該当する違反もあります。関連規定を
遵守した取り扱いをしましょう。
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

５．法令遵守ガイドラインの改訂
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建設業法令遵守ガイドラインの改訂について（Ｈ２９．３）

○下請代⾦の⽀払⼿段に係る動き
平成２８年１２⽉に下請中⼩企業振興法に基づく振興基準等が改正され、下請代⾦の⽀払⼿段につい

て⾒直し。
○⽴⼊検査における違反事例の摘出

背景

○下請代⾦の⽀払⼿段について項⽬を追加
下請中⼩企業振興法に基づく振興基準等の改正を踏まえ、下請代⾦の⽀払⼿段に係る項⽬を追加し、

下記内容について明記。
① 下請代⾦はできる限り現⾦払い
② ⼿形等による場合は、割引料を下請事業者に負担させることがないよう、下請代⾦の額を⼗分協議
③ ⼿形期間は１２０⽇を超えてはならないことは当然として、将来的に６０⽇以内とするよう努⼒

○違反⾏為事例の充実
⽴⼊検査で多く⾒られる違反（のおそれのある）⾏為事例を追加。

(例)①書⾯による契約締結
納期が数ヶ⽉先の契約を締結し、既に契約⾦額が確定しているにもかかわらず、実際の納⼊時期における資材

価格の下落を踏まえ、下請負⼈と変更契約を締結することなく、元請負⼈の⼀⽅的な都合により、取り決めた代
⾦を減額した場合

②不当に低い請負代⾦
下請負⼈の⾒積書に法定福利費が明⽰され⼜は含まれているにもかかわらず、元請負⼈がこれを尊重せず、法定

福利費を⼀⽅的に削除したり、実質的に法定福利費を賄うことができない⾦額で下請契約を締結した場合
③⽀払保留・⽀払遅延

元請負⼈が注⽂者から請負代⾦の出来形部分に対する⽀払を受けたにもかかわらず、下請負⼈に対して、元請負
⼈が⽀払を受けた⾦額の出来形に対する割合に相応する下請代⾦を⽀払を受けた⽇から１⽉以内に⽀払わない場合

改正概要
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

６．新・担い手３法について
～建設業法、入契法、品確法の一体的改正について～

43



新･担い手３法（品確法と建設業法･入契法の一体的改正）について

※担い⼿３法の改正（公共⼯事の品質確保の促進に関する法律、建設業法及び公共⼯事の⼊札及び契約の適正化の促進に関する法律）

相次ぐ災害を受け地域の「守り⼿」としての建設業への期待
働き⽅改⾰促進による建設業の⻑時間労働の是正
i-Constructionの推進等による⽣産性の向上

予定価格の適正な設定、歩切りの根絶
価格のダンピング対策の強化
建設業の就業者数の減少に⻭⽌め

新たな課題・引き続き取り組むべき課題 担い⼿３法施⾏(H26)後５年間の成果

平成26年に、公共⼯事品確法と建設業法･⼊契法を⼀体として改正※し、適正な利潤を確保できるよう予定価格を適正に設定することや、ダンピング対策を
徹底することなど、建設業の担い⼿の中⻑期的な育成・確保のための基本理念や具体的措置を規定。

新たな課題に対応し、
５年間の成果をさらに充実する

新・担い⼿３法改正を実施

品確法の改正 〜公共⼯事の発注者･受注者の基本的な責務〜 ＜議員⽴法※＞

○発注者の責務
・適正な⼯期設定 （休⽇、準備期間等を考慮）
・施⼯時期の平準化 （債務負担⾏為や繰越明許費の活⽤等）
・適切な設計変更
（⼯期が翌年度にわたる場合に繰越明許費の活⽤）

○受注者（下請含む）の責務
・適正な請負代⾦･⼯期での下請契約締結

○発注者の責務
・緊急性に応じた随意契約･指名競

争⼊札等の適切な選択
・災害協定の締結、発注者間の連携
・労災補償に必要な費⽤の予定価格

への反映や、⾒積り徴収の活⽤

○発注者･受注者の責務
・情報通信技術の活⽤等による

⽣産性向上

○調査･設計の品質確保
・「公共⼯事に関する測量、

地質調査その他の調査及
び設計」を、基本理念及
び発注者･受注者の責務の
各規定の対象に追加

建設業法・⼊契法の改正 〜建設⼯事や建設業に関する具体的なルール〜 ＜政府提出法案＞

○現場の処遇改善
・社会保険の加⼊を許可要件化
・下請代⾦のうち、労務費相当については現⾦払い

○⼯期の適正化
・中央建設業審議会が、⼯期に関する基準を作成・勧告
・著しく短い⼯期による請負契約の締結を禁⽌
（違反者には国⼟交通⼤⾂等から勧告・公表）
・公共⼯事の発注者が、必要な⼯期の確保と施⼯時期の平準化

のための措置を講ずることを努⼒義務化＜⼊契法＞

○技術者に関する規制の合理化
・監理技術者︓補佐する者(技⼠補)

を配置する場合、兼任を容認
・主任技術者(下請)︓⼀定の要件を

満たす場合は配置不要

cv

○災害時における建設業者団体
の責務の追加

・建設業者と地⽅公共団体等との
連携の努⼒義務化

○持続可能な事業環境の確保
・経営管理責任者に関する規制を

合理化
・建設業の許可に係る承継に関す

る規定を整備

働き⽅改⾰の推進 ⽣産性向上
への取組

災害時の緊急対応強化
持続可能な事業環境の確保

※平成17年の制定時及び平成26年の改正時も議員⽴法
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○ 長時間労働が常態化する中、その是正等が急務。
※ 働き方改革関連法（2018年6月29日成立）による改正労働基準法に基づき、

建設業では、2024年度から時間外労働の上限規制（罰則付き）が適用開始。

建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する法律
（令和元年法律第三十号）

２．建設現場の生産性の向上 ３．持続可能な事業環境の確保

背景・必要性

１．建設業の働き方改革の促進

＜時間外労働の上限規制＞

✓原則、月４５時間 かつ 年３６０時間
✓特別条項でも上回ることの出来ないもの：

・年７２０時間（月平均６０時間）
・２～６ヶ月の平均でいずれも８０時間以内
・単月１００時間未満
・月４５時間を上回る月は年６回を上限

＜年齢構成別の技能者数＞

○ 地方部を中心に事業者が減少し、
後継者難が重要な経営課題となる
中、今後も「守り手」として活躍し続
けやすい環境整備が必要。

（１）長時間労働の是正 （工期の適正化等）
■ 中央建設業審議会が、工期に関する基準を作成・勧告。

また、著しく短い工期による請負契約の締結を禁止し、違反
者には国土交通大臣等から勧告等を実施。

■ 公共工事の発注者に、必要な工期の確保と施工時期の平
準化のための方策を講ずることを努力義務化。

（２）現場の処遇改善

■ 建設業許可の基準を見直し、社会保険への加入を要件化。

■ 下請代金のうち、労務費相当分については現金払い。

（１）限りある人材の有効活用と若者の入職促進
■ 工事現場の技術者に関する規制を合理化。

（ⅰ）元請の監理技術者に関し、これを補佐する制度を創
設し、技士補がいる場合は複数現場の兼任を容認。

（ⅱ）下請の主任技術者に関し、一定未満の工事金額等の
要件を満たす場合は設置を不要化。

（２）建設工事の施工の効率化の促進のための環境整備
■ 建設業者が工場製品等の資材の積極活用を通じて生産性を向上できるよう、

資材の欠陥に伴い施工不良が生じた場合、建設業者等への指示に併せて、
国土交通大臣等は、建設資材製造業者に対して改善勧告・命令できる仕組みを構築。

＜元請の監理技術者＞ ＜下請の主任技術者＞

３．持続可能な事業環境の確保

■ 経営業務に関する多様な人材確保等に資するよう、経営業務管理責任者に関する規制を合理化（※）。

※ 建設業経営に関し過去５年以上の経験者が役員にいないと許可が得られないとする現行の規制を見直し、
今後は、事業者全体として適切な経営管理責任体制を有することを求めることとする。

■ 合併・事業譲渡等に際し、事前認可の手続きにより円滑に事業承継できる仕組みを構築。

法案の概要

１．建設業の働き方改革の促進 ２．建設現場の生産性の向上

○ 現場の急速な高齢化と若者離れが深刻化する中、
限りある人材の有効活用と若者の入職促進による
将来の担い手の確保が急務。

（令和元年６月５日成立、６月12日公布）
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１.建設業の働き方改革の促進

下請代金のうち労務費相当分について現金払

工期も含む見積書を交付

工事を施工しない日や時間帯の定め
をするときには契約書面に明記

＜参考＞
建設業の働き方改革のた
めの関係省庁連絡会議
において、「建設工事にお
ける適正な工期設定等の
ためのガイドライン」を策
定し、関係省庁に要請。

実施を勧告

中央建設業審議会が工期に関する基準を作成

長時間労働の是正

入札契約適正化指針に公共発注者が取り組むべき事項と
して、工期の確保や施工時期の平準化を明記（※）
（※）公共団体等に対する努力義務。地方自治体への要請が可能となる。

※省令事項として位置付け

下請の建設企業も含め社会保険加
入を徹底するため、社会保険に未
加入の建設企業は建設業の許可・
更新を認めない仕組みを構築

不良・不適格業者の排除
や公正な競争を促進

元請

一次下請

二次下請

下請代金のうち
労務費相当分を

現金払

技能者

毎月の給与
（法定福利費含む）の支払い

適正な賃金水準や社会保険
加入のための原資を確保

処遇改善

通常必要と認められる期間
に比して著しく短い工期に
よる請負契約の締結を禁止
・違反した場合、勧告
・従わないときは、その旨を
公表
※建設業者の場合は監督処分

注文者

工程の細目を明らか
にし、工種ごとの作業
及びその準備に必要
な日数を見積り

建設業者

平準化
＜入契法にて措置＞

出典：建設総合統計 出来高ベース（全国）

建設工事の月別推移

76.3%

15.0%

8.6%

出典：国土交通省「平成30年度下請取引実態調査」

支払手段に関する回答結果

下請労働者の処遇改善

全額現金で支払っている

少なくとも労務費相当分は
現金で支払い、残りは手
形で支払っている

その他

97%

2% 1%

３保険加⼊

３保険いずれ
か加⼊
未加⼊

企業別 ＜３保険＞

※「未加入」には、関係法令上社会
保険の 加入義務のないケースも含
んでいる。

出典： 農水省、国交省「公共事業労務費調査」
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２.建設現場の生産性の向上

落橋防止装置 ・変位制限装置→ 落橋防止装置

変位制限装置

○監理技術者の専任緩和
監理技術者補佐を専任で置いた場合は、元請の監理技術者の
複数現場の兼任を可能とする

○元請の監理技術者を補佐する制度の創設
技術検定試験を学科と実地を加味した第１次と第２次検定に再編成。
第１次検定の合格者に技士補の資格を付与。

若者の現場での早期活躍、入職促進

元請
○専門工事一括管理施工制度の創設

以下の要件を満たす場合、下請の主任技術者の設置を不要とする：

・一式以外の一定の金額未満の下請工事
・元請負人が注文者の承諾と下請建設業者の合意を得る
・更なる下請契約は禁止

下請

一定の指導監督的な実務の経験を有する者
を専任で配置

主任技術者の設置を不要化

建設工事の施工の効率化の促進
建設生産物に、資材に起因した不具合が生じた場合、建設業者等への指示に併せて、再発防止のため、建設資材製造業者に対して改善
勧告等ができる仕組みを構築し、建設資材の活用促進に向けた環境を整備

建設資材製造品の積極活用を通じた生産性の向上

落橋防止装置等の溶接不良
（平成２７年１２月２２日 落橋防止装置等の溶接不良に
関する有識者委員会中間報告書）

【事案概要】
耐震補強工事に使用された落橋防止装置等の部
材（約150基のうち、調査を行った80基の約７割にあた

る58基）に、溶接不良による亀裂を発見

落橋防止装置

変位制限装置

許可行政庁
（国土交通省、都道府県）

再発防止のための勧告等

建設業者建設資材製造業者 発注者

建設資材の納入 建設生産物の納入

＜現行制度＞

監理技術者もしくは主任技術者は、請負金額が３，５００万円（建築一式工事
の場合は７，０００万円）以上の工事については、工事現場毎に専任が必要。

（例）危険な建物を建築、公衆に危害

限りある人材の有効活用と若者の入職促進

※監理技術者補佐の要件は、
主任技術者の要件を満た
す者のうち、１級技士補を
有する者を想定

※適用対象は、施工技術が画一的で、技術上の管理の
効率化を図る必要がある工種に限定

再発防止の指示
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３.持続可能な事業環境の確保 等

合併・事業譲渡等に際し、事前認可の手続きにより
円滑に事業承継できる仕組みを構築。

許可の空白期間なく事業承継が可能に

（１）経営の安定性

経営能力 （経営業務管理責任者）

財産的基礎
（請負契約を履行するに足りる財産的基礎・金銭的信用）

（２）技術力

業種ごとの技術力 （営業所専任技術者）

（３）適格性

誠実性
（役員や使用人等の、請負契約に関する不正・不誠実さの排除）

【現行の許可制度の要件】

・建設業経営に関し過去５年以上の経験者が役員にいる
ことを必要とする規定を廃止

事業者全体として適切な経営管理責任体制を有すること

許可
行政庁

会社
Ａ

会社
Ｂ

合併を予定している会社と
の事前打合せ

許可行政庁による手続き
（１～４ヶ月程度）

申
請

会社Ａの許可
に係る工事
はできない

会社Ｂに係る許可

失
効

合併効力の発生
（合併登記日又は合併契約の効力発生日）

会社Ａに
係る許可

許
可
取
得

新会社に係る
許可（会社Ａ、
Ｂが有していた
許可）

新会社に係る許可
（会社Ａ、Ｂが有していた許可）

新
会
社

新
会
社

経営業務管理責任者に関する規制の合理化 円滑な事業承継制度の創設

＜現行＞

＜改正後＞

・下請の建設企業も含め社会保険加入を徹底するため、
社会保険に未加入の建設企業は建設業の許可・更新
を認めない仕組みを構築（再掲）

事前認可の
手続き

工期等に影響を及ぼすおそれがある事象に関する情報の提供
工事現場におけるリスク発生時の手戻りを減少させるため、注文者が施工上
のリスクに関する事前の情報提供を行う

その他改正事項

不利益取扱いの禁止
元請負人がその義務に違反した場合に、下請負人がその事実を許可権者等に
知らせたことを理由とした不利益な取扱いを禁止

建設業許可証掲示義務緩和
工事現場における下請業者の建設業許可証掲示義務を緩和

災害時における建設業者団体の責務
迅速な災害復旧の実現のため、建設業者と地方公共団体等との連絡調整等、
災害時における公共との連携の努力義務化

※個人事業主の承継についても同様の規定を整備

施工技術の確保
建設工事を適正に実施するために必要な知識及び技術等の向上の努力義務化
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７．建設キャリアアップシステム
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〇「建設キャリアアップシステム」は、技能者の資格、社会保険加⼊状況、現場の就業履歴等を業界
横断的に登録・蓄積する仕組み

〇システムの活⽤により技能者が能⼒や経験に応じた処遇を受けられる環境を整備し、将来にわたっ
て建設業の担い⼿を確保

〇システムの構築に向け官⺠（参加団体︓⽇建連、全建、建専連、全建総連 等）で検討を進め、平成３１年１⽉
以降システムを利⽤できる現場を限った「限定運⽤」を開始し、限定運⽤で蓄積した知⾒を踏ま
え、平成３１年４⽉より「本運⽤」を開始

〇運⽤開始初年度で１００万⼈の技能者の登録、５年で全ての技能者（３３０万⼈）の登録を⽬標

【技能者情報】
・本⼈情報
・保有資格
・社会保険加⼊状況等

ピッ！

現場⼊場の際に読み取り

技能者にカードを交付

建設キャリアアップシステムの構築

①技能者情報等の登録

技能者の処遇改善が図られる環境を整備

②カードの交付・現場での読取 ③技能者の能⼒評価

【事業者情報】
・商号
・所在地
・建設業許可情報 等
【現場情報】
・現場名
・⼯事の内容 等

※システム運営主体
（⼀財）建設業振興基⾦

＜建設キャリアアップシステムの概要＞
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※元請事業者の⽅は現場に
カードリーダーを設置

ピッ！

Step.1 
情報の登録（技能者の⽅）

元請事業者として現
場を開設する事業者
の⽅は、現場を開設
する際に現場・契約
情報を登録

事業者の⽅は、現場・契約情報に対して、それぞ
れの施⼯体制を登録し、⾃社に所属する技能者の
情報（⽒名、職種、⽴場（職⻑等）を登録

Step.4
施⼯体制の登録

Step.6
経験の⾒える化

【技能者登録料】
●インターネット申請 2,500円
●郵送・窓⼝申請 3,500円
（1年あたり、250円または350円）
※早期割引あり
※60歳以上の⽅の特例措置あり
○カードの有効期間︓１０年

（本⼈確認書類未提出の場合は3年）

【申請⽅法】
①インターネット ②郵送 ③窓⼝
※申請の際、本⼈確認書類として、顔写真付き証明
書類（例︓運転免許証、マイナンバーカード）を提
出できない⽅は窓⼝申請のみ
※所属事業者等の代⾏申請も可

【事業者登録料・管理者ID利⽤料】
●事業者登録料（5年毎）
資本⾦に応じて3,000円〜120万円
※個⼈事業主の⽅は⼀律3,000円
※⼀⼈親⽅の⽅は無料
※早期割引あり
●管理者ID利⽤料（毎年）1ID:2,400円
※１ケ⽉あたり200円。
※H31年3⽉迄は、利⽤数に関わらず無料
※H31年4⽉〜H32年3⽉迄、１ID無料

【申請⽅法】
①インターネット ②郵送 ③窓⼝
※元請事業者、上位下請事業者等の代⾏申請も可

【現場利⽤料】
●1就業履歴ごと︓3円
※就業履歴とは現場で技能者が就業した⼈⽇
（例）20⼈の技能者が50⽇就業した場合 → 3,000円

Step.1 
情報の登録（事業者の⽅）

○必須情報
・本⼈情報
（住所、⽒名、⽣年⽉⽇、性別、国籍 等）
・所属事業者名、職種
・社会保険加⼊状況、建退共加⼊状況 等
○推奨情報
・保有資格、研修受講履歴、表彰
・健康診断受診歴 等

・商号、所在地
・建設業許可情報
・資本⾦、業種等
・社会保険加⼊状況

等

建設太郎 ／ 技能者就業履歴

現場名 就業年⽉ 就業
⽇数

⽴場

○○ビル 2016.06 10⽇ 職⻑

△△マンション 2016.06 4⽇ 作業責任者

□□ビル 2016.06 8⽇ 作業責任者

合計 22⽇

建設キャリアアップシステムの利用手順

Step.5
就業履歴
の蓄積

Step.2
カードの取得
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Step.3
現場の登録

・次数
・所属技能者の情報 等

・現場名
・⼯事内容 等

技能者

事業者
下 請

事業者
元 請



⽒名 職種 ⽣年⽉⽇ 現住所

〇〇
〇男

型枠⼯ 〇年〇⽉〇⽇ 〇〇県〇〇市
〜〜〜

建設
太郎

型枠⼯ △年△⽉△⽇ △△県△△市
〜〜〜

□□
□⼦

鉄筋⼯ □年□⽉□⽇ □□県□□市
〜〜〜

□□
次郎

⾜場
とび⼯

■年■⽉■⽇ ■■県■■市
〜〜〜

建設キャリアアップシステムのメリット

技能者の処遇改善 現場管理の効率化

〇経験や技能に応じた処遇の実現
〇社会保険加⼊状況等の確認の効率化
・現場に⼊場する技能者ひ

とりひとりについて、社
会保険の加⼊状況等の確
認が効率化

※⾚枠部分にシステムに蓄積された情報が反映される

・システムに蓄積される就業履歴や保有資格を活⽤し、技能者
をレベル分けする能⼒評価基準を検討
（レベルに応じてキャリアアップカードを⾊分け）

・技能者の能⼒評価と連動した専⾨⼯事企業の施⼯能⼒等の⾒
える化も進め、良い職⼈を育て、雇⽤する専⾨⼯事企業が選
ばれる環境を整備

〇建退共関係事務の効率化
・技能者に証紙を交付する際の事

務作業が軽減（現在は⼿作業で
必要書⾯を作成している）

就労実績を把握

キャリアアップ
システム

就労実績の
報告

下請

元請

証紙
交付

事業者名 技能者
名

就業
⽇数

社会保険
加⼊

〇〇建設 〇〇〇男 11 〇
〇〇建設 建設太郎 10 〇
✕✕⼯務所 □□□⼦ 20 〇
✕✕⼯務所 □□次郎 20 〇

〇書類作成の簡素化・合理化
・施⼯体制台帳や作業員名簿の

作成の⼿間やミスを削減

作業員名簿（イメージ）

※建退共において、システムに蓄積された就業履歴を⽤いて、証紙請求書
類（共通）を作成するソフトを開発し、提供予定

※また、建退共において、証紙に替えて電⼦的に就労実績を把握する⽅式
の導⼊について検討が進められている

＜処遇改善の環境整備＞

経験や資格に応じてレベル１から
レベル４のカードを発⾏

＜能力・経験の蓄積＞

○経験（就業⽇数）
○知識・技能（保有資格）
○マネジメント能⼒

（登録基幹技能者講習・職⻑経験）

カードの⾊で、取引先や顧客等
に技能レベルをＰＲ
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・各種申請⽅法を掲載

建設キャリアアップシステムのホームページ

【建設業振興基⾦トップページ】

※周知・普及ツール（動画媒体など）を順次作成し、掲載予定

クリック

・建設業振興基⾦ＨＰ内に
建設キャリアアップシステム専⽤のＨＰを開設

（http://www.kensetsu-kikin.or.jp/ccs/index.htm）

専⽤HPの開設 各種資料ダウンロード
・システム概要を説明した

PR動画
・各種パンフレット、ポス

ター
・講演資料 等

Q&Aの掲載
・Q&Aを掲載
※Q&Aは順次、追加・更新していく予定

API連携の掲載

・API連携認定システム
審査受付サイトを掲載

技能者・事業者情報
登録申請の受付
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８．建設分野における新たな
外国人材の受入れ
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建設分野における外国人材の受入れ状況

〇 建設分野で活躍する外国⼈の数は、2011年から5倍以上に増加（1.3万⼈→6.9万⼈）
〇 在留資格別では技能実習⽣が最も多く(2018年︓4.6万⼈)、近年増加傾向にある。
○ 2015年から、オリンピック･パラリンピック東京⼤会の関連施設整備等による⼀時的な建設需要の増⼤に対応するため、技能実習修了者を対象とした
「外国⼈建設就労者受⼊事業」を開始したところ。

（単位︓⼈）➢建設分野に携わる外国⼈数

※外国⼈建設就労者は年度末時点（2018年は12⽉末時点）、その他は10⽉末時点の⼈数。
出典︓外国⼈建設就労者は国交省調べ、その他は外国⼈雇⽤届出状況（厚⽣労働省）

外国⼈建設就労者の受⼊状況（2019年1⽉末時点）
外国⼈建設就労者の⼊国⽉ 単位︓⼈

単位︓⼈

国籍別の状況

職種別の状況

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2011→2018
増加率

全産業 686,246 682,450 717,504 787,627 907,896 1,083,769 1,278,670 1,460,463 112.8%

建設業 12,830 13,102 15,647 20,560 29,157 41,104 55,168 68,604 434.7%

技能実習⽣ 6,791 7,054 8,577 12,049 18,883 27,541 36,589 45,990 577.2%

外国⼈建設就労者 0 0 0 0 401 1,480 2,983 4,333 -

（人）

4,505

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

0

50

100

150

200

250

300

累積

単月
（人）

国名 ベトナム 中国
フィリピ

ン
インドネシ

ア
ミャン
マー

モンゴル タイ
カンボジ

ア
スリラン

カ
ネパー

ル
ラオス

⼈数 2,148 1,068 598 496 66 55 30 19 10 11 4

鉄筋施
工

とび
型枠施

工
溶接

建築大
工

建設機械
施工

左官
内装仕上
げ施工

塗装 鉄工
防水施

工
配管

人数 850 786 554 458 391 307 272 151 141 140 92 82

コンク
リート圧
送施工

建築板
金

タイル張
り

熱絶縁
施工

かわらぶ
き

サッシ施
工

表装
石材施

工
建具製

作

冷凍空気
調和機器

施工
さく井

ウェルポ
イント施工

82 44 41 27 20 19 14 10 8 6 6 455



【技能実習】

技能実習経験者
新たな在留資格

技能実習未経験者

第２号（３号）技能実習修了

【技能実習】
4.6万⼈

（2018.10）

現⾏

【特定活動】
＜外国⼈建設就労者受⼊事業＞
4,000⼈（2018.10）
※2022年度末までの時限措置

3
〜
5
年

２
年
⼜
は
３
年

引き続きの在留不可

技能試験（特定技能外国⼈受⼊事業実施法
⼈が実施）及び⽇本語試験に合格第２号（３号）技能実習修了

【特定技能２号】

⼈材育成を通じた開発途上地域へ
の技能移転による国際協⼒

【特定技能１号】

・受⼊企業または登録⽀援機関による⽀援
・在留期間は通算5年
・家族の帯同不可

⼀定の技能を有していると認めら
れる外国⼈を就労者として受⼊れ

・在留期間の更新制限なし
・家族の帯同可

業界団体等によるより⾼い建設技能及び専⾨性に係る試験に合格

新制度創設による外国人材キャリアパス（イメージ）

移⾏可能
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技能実習

（ 訓練 ）
海
外
試
験

受
⼊
計
画
の
審
査
︵
国
交
⼤
⾂
︶

⼊
国
審
査
︵
法
務
⼤
⾂
︶

特定技能2号
上
級
試
験

⼊
国
審
査

（ 帰国 ）

特定技能1号

３〜５年間
最⻑５年

在留期間の更新
無制限

建設分野の特性を踏まえて定める受入れ機関の適格性の基準

特定活動
（外国⼈建設就労者）

２〜３年間

は建設業独自の措置

○１号特定技能外国⼈の受⼊れ要件に、「建設分野の特性を踏まえて国⼟交通⼤⾂が定める基準への適合」を設定
１）業種横断の基準に加え、建設分野の特性を踏まえて国⼟交通⼤⾂が定める特定技能所属機関（受⼊企業）の基準を設定
２）当該基準において、建設分野の受⼊企業は、１号特定技能外国⼈の⼊国に先⽴ち、受⼊計画を作成し、国⼟交通⼤⾂による

審査・認定を受けることを求める（具体的な基準は⼊管法省令に基づく国⼟交通省告⽰に規定）
３）受⼊計画の認定基準

・受⼊企業は建設業法第３条の許可を受けていること
・受⼊企業及び１号特定技能外国⼈の建設キャリアアップシステムへの登録
・元請団体、専⾨⼯事業団体により構成される、特定技能外国⼈の適正・円滑な受⼊れを実現するための取組を実施する

特定技能外国⼈受⼊事業実施法⼈への加⼊及び当該法⼈が策定する⾏動規範の遵守
・特定技能外国⼈の報酬額が同等の技能を有する⽇本⼈と同等額以上、安定的な賃⾦⽀払い、技能習熟に応じた昇給
・賃⾦等の契約上の重要事項の書⾯での事前説明（外国⼈が⼗分に理解できる⾔語）
・国⼜は適正就労監理機関による受⼊計画の適正な履⾏に係る巡回指導の受⼊れ 等

業界団体が
実施

受入れ機関が報酬予定額
等を明記した計画を作成
し、国交大臣が認定

受入れ機関と外国人と
雇用契約や支援計画
を法務大臣が確認

は建設業としての内容を定めるもの

技能検定
３級程度

技能検定
１級程度、
班長経験
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（登録⽀援機関）

海外
訓練⽣

機構と関係機関との業務連関イメージ

１号特定技能
外国⼈

定期報告

受⼊計画の認定
委託機関による巡回訪問指導
等

法務省
出⼊国在留管理庁雇⽤契約

元請企業

現場での受⼊企業への
指導（CCUSも活⽤）

登録・連携

⼈材紹介通報・相談受付
転職⽀援

⽀援

試験
選考

就職⽀援

委託

（⼀社）建設技能⼈材機構
（特定技能外国⼈受⼊事業実施法⼈）

国⼟交通省元請団体
関係団体

受⼊対象職種の
専⾨⼯事業団体

参
加
を
要
件
化

海外提携
教育機関

業務提携

海外 ⽇本

募集
教育

在留資格
取得

技能実習・特定活動
修了者

在留資格
取得

受⼊企業

適正就労監理機関
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在留資格「特定技能」に係る関係規定・問い合わせ先等

〇建設分野における特定技能外国⼈の受⼊れに係る規定類及びＱ＆Ａについては、国⼟交通省ＨＰを参照ください。
ＵＲＬ︓http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk2_000118.html
国⼟交通省本省及び地⽅整備局等の問い合わせ先︓http://www.mlit.go.jp/common/001274132.pdf

＊「特定の分野に係る特定技能外国⼈受⼊れに関する運⽤要領〜建設分野の基準について〜」（ガイドライン）
http://www.mlit.go.jp/common/001280974.pdf

＊建設特定技能受⼊計画の申請先 03-5253-8283
〒100-8918 東京都千代⽥区霞が関2-1-3
国⼟交通省⼟地・建設産業局建設市場整備課労働資材対策室監理係（郵送⼜は持参）

＊建設技能⼈材機構への加⼊⼿続きに関する問い合わせ先 03-5473-1583
⼀般社団法⼈建設技能⼈材機構︓https://jac-skill.or.jp/

〇在留資格の認定証明／変更許可等の申請、登録⽀援機関の登録、⽀援計画の認定等については、法務省ＨＰを参照
ください。 03-3580-4111（内線2737）
ＵＲＬ︓http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri01_00127.html
法務省本省及び地⽅⼊管局の問い合わせ先︓http://www.moj.go.jp/content/001284972.pdf

〇建設キャリアアップシステムについては（⼀財）建設業振興基⾦ＨＰを参照ください。
ＵＲＬ︓http://www.kensetsu-kikin.or.jp/ccus/index.html
（⼀財）建設業振興基⾦の問い合わせ先︓お問い合わせセンター 03-6386-3725
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

９.中部地方整備局ホームページ
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○国土交通省 中部地方整備局 建設産業情報ＨＰアドレス
http://www.cbr.mlit.go.jp/kensei/contents03.html

○ 中部地方整備局ＨＰの紹介

①中部地方整備局 トップページ

トップページ下部にあるバナーをクリック

②建設産業課 トップページ

◆建設業の社会保険加入対策
社会保険加入対策の取り組みや関連する
パンフレット、解説資料などをご覧いただ
けます。

※他にも様々な関連情報を掲載しています。

元下間で、どのような行為が建設業法に
違反するかを具体的に示し、公正かつ透
明な取引の実現を目的としています。

◆建設業法令遵守ガイドライン

現場の技術者や施工体制台帳の作成等
を中心にわかりやすく解説したパンフレット
です。

◆建設業法に基づく適正な施工の
確保に向けて

＜ご覧いただける内容（抜粋）＞
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